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首都圏郊外住宅地において，駅やバス停へのアクセスが容易ではない地域では，人口の高齢化に伴って

外出が困難になる人の増加，利用可能な自家用車がないことによる外出を諦める機会の増加が考えられる．

モビリティの確保のために導入が検討される，地域内の移動を支えるような利用者が決して多くはない交

通サービスは，運賃収入等の指標によって存続が評価されることがほとんどであり，運営・維持が難しい． 

交通サービスの多面的な効果を網羅的に扱った研究の蓄積が進むなか，本研究は横浜市金沢区富岡地区

にて実証実験が行われている小量乗合輸送サービス「とみおかーと」に着目し，同サービスがもたらし得

る影響について総合的な評価を試みる．交通及び関連分野の実証データ等に基づき基礎的な分析を行った． 
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1. はじめに 

 

日本の大都市郊外住宅地の多くで高齢化が進み，丘陵

地に形成された地域では，高齢者のモビリティの確保が

重要な課題となっている．高齢者の自動車運転免許の自

主的な返納が令和元年度には過去最高となり，近年増加

傾向にある 1)など，自動車の運転に頼らなくても住み続

けられるシステムが必要だといえる．また，昨今のコロ

ナ禍においても通勤を伴わないテレワークが促進され，

健康維持のために地域内での散歩の機会が増えるなど，

移動のニーズの多様化が進んでいるなか，高齢者のみな

らず，あらゆる世代が移動しやすい環境を，公共サービ

スとして提供されることが望ましい．しかし，交通サー

ビスの評価や継続の是非は運賃収入等の経済性に着目し

たものが多く，それだけではサービスの継続が難しく，

真に移動手段を必要としている人たちに交通サービスを

提供することが難しくなる．交通サービスの導入によっ

て，外出のきっかけづくりや促進，また住民の健康増進

への寄与といった定性的な効果や，外出機会が増えるこ

とで地域経済へ波及効果が生まれるなど，地域全体のあ

らゆる主体に対して見込まれる効果を，経済性とともに

総合的に評価されることが今後重要だといえる． 

 

 

2. 既往研究の整理と本研究の位置づけ 

 

交通サービスによる健康増進への効果や居住者の意識

変化への影響など，交通分野に限らない効果に関する研

究，また複数の分野にまたがるような総合的な効果の評

価を試みる研究がすすめられている．岡村ら 2)は，外出

を重要視する人に対して，生活交通の評価の向上が将来

の交通手段に関して安心して住み続けられるという意識

の向上や地域に対する信頼感の向上にもつながることを

示唆し，生活交通の導入による影響を明らかにした．内

田ら 3)は，十分な検討が蓄積されていなかった中山間地

域居住者の免許返納意向について，居住地や付近の公共

交通サービスレベルによって，免許返納の時期や，免許

返納への反応に差が生じることを示した． 

交通サービスによる分野横断的な総合的効果の評価に

ついては，西村ら 4)が，地域公共交通への補助金の支出

が他の行政部門の支出を節減する効果としてクロスセク

ター効果を定義し，多方面への影響により，地域公共交
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通の支援が，よりよい地域の持続のために必要な支出で

あることを明らかにしている．また平野ら 5)は，公共交

通は社会的価値が高い交通手段とし，公共交通への社会

的インパクト評価の適用方法を検討した． 

交通サービスの分野横断的な効果を総合的に把握する

研究は近年多く取り組まれつつあるものの，さらなる蓄

積が必要と考えられる．また高齢化の問題が現在顕著に

みられる中山間地域に着目した研究は多くみられるが，

現在徐々に高齢化が進んでいる首都圏郊外地域を対象と

した研究は少ないといえる． 

そこで本研究では，首都圏郊外住宅地における交通サ

ービスの導入による行動および意識変化の一体的な評価

に着目する． 

本研究の目的は，モビリティの確保の課題に対して近

年検討が増加している，地域内の移動支援を主な目的と

する小量乗合輸送サービス等の交通サービスを，新たに

導入する際に生じる影響を明らかにすることとする．具

体的には，直接効果としての行動変化，従効果としての

意識変化に着目する．得られる知見によって，採算がと

りづらく，運営維持が困難と予想される地域公共交通に

対して，交通以外の関連分野に対する外部経済性を含め

た交通事業の評価の可能性を提示し，よりよいまちづく

りに向けての交通の寄与を広く捉えられると考える． 

 

 

3.  研究対象地域と調査概要 

 

(1) 研究対象地域 

本研究では，図-1 に示す横浜市金沢区富岡地区を対

象地域とする．当地区は，昭和 30 年代以降に開発が進

んだ，京急本線の京急富岡駅および能見台駅周辺に広が

る横浜市の郊外住宅地である．上記の 2駅の 800m圏内

の平均勾配および平均標高は，人口集中地区内に位置す

る横浜市内の鉄道駅において上位に属しており 6) ，急こ

う配の坂道が多く存在することが特徴である．また，駅

前の道路の幅員が狭いために路線バスが通れず，駅から

傾斜のある坂道を 120m ほど上った先にバス停があるな

ど，駅やバス停へのアクセスが容易ではない地域がある．   

住民の高齢化も進んでいる当地区において，大都市郊外

丘陵住宅地における居住者の外出支援を目的に，移動負

荷を減らし，誰もが暮らしやすく働きやすい持続可能な

まちを目指し，2018年より乗合型移送サービス「とみお

かーと」の実証実験が行われてきた．実証実験 3年目と

なった 2020年度のとみおかーとの運行内容を表-1 に示

す．同年度の実証実験は，約 1か月の無償運行期間と，

約 1か月半の有償運行期間で実施された．運行は，決ま

った 4つのルート上で自由乗降できる形式の路線定期運

行と，京急富岡駅や能見台駅，公園，地域ケアプラザ，

富岡地区の主要なスーパーなどの 70 か所を乗降地とす

る，オンデマンド方式のフリーエリア運行の 2形式で行

われた．無償運行期間中は，原則ウェブページまたは郵

送による利用登録が必要で，有償運行期間中は乗降デー

タ取得のための任意の利用登録をお願いしていた． 

 

(2) 調査概要 

同年度の実証実験に合わせて実施した「とみおかーと

実証実験中間アンケート調査」（以下，中間調査）およ

び「とみおかーと実証実験無償期間・有償期間 事後調

査」（以下，事後調査）のデータを本研究で使用する．

配布した調査票概要を表-2に示す．  

 

 

図-1  調査対象地域  

 

表-1 とみおかーとの運行内容 

 

 

表-2 配布した調査票の概要 

 

無償運行期間 有償運行期間

運行期間
2020年10月11日～同12月20日
（土曜・第４水曜などを除
く）

2021年1月10日～同2月28日
（運休日2日を除き，土日祝
も運行)

運行時間

運行形態

使用車両

運賃 無料
路線定期運行：200円/人
フリーエリア運行：300円/人

午前９時から午後５時ごろ

路線定期運行・フリーエリア運行

路線定期運行：小型電動カート（7 人乗り）
フリーエリア運行：ワゴン車（10 人乗り），ミニバン（7
人乗り）

中間調査 事後調査

配布期間 2020年12月1日～同11日 2021年3月3日～同12日

調査方法
郵送配布および
郵送＋ウェブ回収

郵送＋ウェブ
配布および回収

配布数 9304世帯 約1800人

回収数 1516世帯 255人

回収率 16.3% 約14％

主な
質問内容

・個人，世帯属性
・ある一日の行動
・とみおかーと認知状況
・コロナ禍での通勤状況の変化

・個人属性
・とみおかーと利用状況
・とみおかーとの評価
・とみおかーとによる意識の変化
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中間調査では，富岡西地区および富岡東 1，3 丁目を

含む富岡地区の居住者を対象に，各世帯に 1通の質問票

を配布した．個人ごとの回答については 4名分の回答枠

を質問票に設けており，各世帯につき最大 4名が代表し

て回答する設計となっている．居住地については，3～4

区画を 1単位とした対象地域地図を調査票にあらかじめ

記載し，該当する居住地区の番号に〇を付ける形式で特

定している． 

事後調査ではとみおかーとの利用登録を行った富岡地

区居住者を対象に，とみおかーと実証実験の無償・有償

期間におけるとみおかーとの利用状況などを尋ねた． 

中間調査および事後調査のデータを用いることで，と

みおかーとを利用していない地区居住者，とみおかーと

を移動手段の選択肢の一つとして 捉え，利用登録を行

った人，利用登録を行ったのち実際に日常の移動手段の

一つとして複数回利用した人などと，階層的にとみおか

ーとによる行動変化や意識変化を把握することが可能と

なる． 

 

(3) 各調査の回答者属性 

中間調査では個人回答 3466 のうち，3430 回答につい

て年齢階層が判明，事後調査では個人回答 255のうち，

200回答について年齢階層が判明しており，図-2にそれ

ぞれの回答者の年齢階層分布を示す．中間調査は各年齢

層で割合に大きな偏りはない．事後調査は 70 代以上が

回答者の約半数を占めている． 

 

(4) 地区居住者の移動の現況について 

a) 外出頻度 

中間調査の回答から得られた富岡地区居住者の性別年

齢階層別の外出頻度の割合を図-3 に示す．これより，

女性の方が男性よりも外出頻度が少ないこと，年齢が上

がるにつれて外出頻度が減少していることが分かる．特

に 50～69 歳の層から，70 歳以上の層の間では，外出頻

度の減少幅が他の年齢層間よりも大きく，高齢になるほ

ど外出の減少率が大きくなると考えられる．高齢に伴う

身体的な衰えなどで歩くことがつらくなり，外出を控え

るまたはためらうことにつながっていることが要因とし

て考えられる． 

 

b) 地域内移動の交通手段 

図-4 に事後調査の回答から得られた，年齢層別の富

岡地区内を移動する際の交通手段分担率を示す．全体で

は徒歩が約 6割，バスが約 3割の手段分担率となってい

る．10～29歳の層は，サンプル数は少ないものの徒歩の

分担率が 100％であり，若年層では富岡地区の高低差に

よる移動の負担がまだ大きくは生じていないと考えられ

る．30～64歳，65～74歳の層では徒歩の分担率が約７割  

 

図-2 各調査回答者の年齢階層の割合  

 

 

図-3 性別年齢階層別の外出頻度の割合 

 

 

図-4 年齢層別の富岡地区内を移動する際の交通手段分担率 

 

ほどで変化がないが，自転車，自家用車の分担率が減り，

バスの分担率が増加している．高齢になり，自力で動か

す必要のある自転車，自家用車の手段から公共交通の利

用に転換していると考えられる．75 歳以上では徒歩の

分担率が4割ほど，バスの分担率は65～74歳の層よりも

さらに増加し約 5割となり，タクシーの利用も見られる．

高齢になるほど，徒歩による移動の負担感が増え，徒歩

からタクシーやバスの利用に転換していることなどが考

えられる． 

 

 

4. とみおかーと利用者の行動変化と意識変化 

 

(1) とみおかーとによる行動変化 

とみおかーとの導入による利用者の行動変化の一つと

して手段転換に注目する．とみおかーとの有償・無償運

行期間問わず，路線定期運行もしくはフリーエリア運行

で，とみおかーとを利用した人を対象に，代替元となっ
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た移動手段の平均減少率を表-3 に示す．調査票にて，

徒歩，バス，タクシー，自動車運転，自動車送迎の 5つ

の移動手段の利用機会について，「変わらない」，「1

～2割程度減った」，「2～3割程度減った」……の選択

肢の中から，あてはまる減少割合を回答してもらい，そ

れぞれの階級の階級値と度数の積から平均減少率を求め

た．減少率の最も大きかった手段はタクシーで，順にバ

ス，徒歩，自家用車送迎，自家用車運転の減少率となっ

た．タクシーの減少率については，普段タクシーを利用

していた移動をより安価なとみおかーとで代替したこと

が考えられる．バスはタクシーに次いで減少率が大きい

が，免許返納者が所有する敬老パスではバスに実質無料

で乗車できるため，とみおかーとが安価だという理由の

みで利用したとは考えづらく，とみおかーとが自宅もし

くは目的地の近くまで運行し，よりアクセスしやすかっ

たことなどが考えられる．自家用車については，自分で

の運転より送迎の減少率が大きくなっているが，それほ

ど大きな減少率を示してはいない．自家用車を地区内の

移動手段として使うのではなく，地区外への移動手段と

して使っており，その移動をとみおかーとでは代替しに

くいことなどが要因として考えられる．とみおかーとは

自動車の代替手段として機能するというより，タクシー

と比べてより安価な移動手段，徒歩やバスよりもアクセ

スしやすい移動手段というような点から，利用される場

合が多いと考えられる． 

 

(2) とみおかーとによる意識変化 

とみおかーと導入による副次的な効果として，免許返

納意向への影響に着目する． 運転免許の返納について

は，特に高齢になった場合に身体的衰えを理由に，個人

属性や生活状況，自家用車を運転せずとも移動できる手

段を確保できるかなどを考慮して決定されると考える．

岡村ら 7)は，首都圏郊外地域における高齢者について，

自動車の運転の頻度減少を妨げる要因として，自動車な

しでは生活できないという意識が効いていると明らかに

している．とみおかーとの導入によって，免許を返納し

自家用車を運転しなくなった場合でも，生活や娯楽のた

めの必要な外出をすることができるという意識につなが

れば，免許返納意向に正に影響すると考えられる．また，

若い年齢層でも移動手段への不安が軽減することから，

地域に住み続けた将来における免許返納への期待が高ま

ることが考えられる． 

 事後調査での「とみおかーとが今後も続く場合，いつ

か運転免許を返納してもよいか」という質問に対する回

答結果を図-5 に示す．不明回答および「すでに免許返

納をした」「免許保有経験なし」の回答を除いた．「思

う」，「どちらかと言えば思う」と回答した人は「とみ

おかーとの導入によって免許返納意向が強まる（以下，

強まる）」に，「どちらともいえない」，「気持ちに影

響はない」と回答した人は「とみおかーとの導入によっ

て免許返納意向に変化はない（以下，変化なし）」に，

大きく二分すると，事後調査回答者であるとみおかーと

利用登録者，すなわちとみおかーとを使える状態にある

層全体の約半数に，免許返納意向への影響を及ぼすこと

があるといえる．  

無償運行期間および有償運行期間において，路線定期

運行またはフリーエリア運行のどちらかを少なくとも一

回は利用したか，もしくは，どちらも一回も利用してい

ないか，という利用の有無による免許返納意向への影響

の有無の割合をそれぞれ図-6 に示す．どちらの運行期

間でも，利用の有無による意識の変化について有意な差

は得られなかった． 

無償運行期間に利用しなかった人たちの約 8割が免許

返納意向が強まると答えており，同期間に実際に利用し

た人たちよりも割合が高くなっている．この傾向は，と

みおかーとが今後も地域を走り続けるとしたときの，将

来の利用意向の有無を尋ねた問いでも，同様に見られた．

すなわち，無償運行期間にとみおかーとは利用していな

いものの，地域を走っていることによる存在価値から免

許返納への期待が大きくあることが考えられる．また有

償運行期間での利用については，利用した人の方が利用 

 

表-3 代替元となる移動手段の平均減少率 

 

 

 

図-5 とみおかーと導入による免許返納意向への影響 

 

 
図-6 無償運行期間・有償運行期間での利用の有無による免

許返納意向への影響 

代替手段
徒歩

(N=115)

バス

(N=73)

タクシー

(N=69)

車運転

(N=56)

車送迎

(N=52)

平均減少率 -10.1% -15.7% -17.2% -3.5% -5.6%
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しなかった人よりも，免許返納意向が強まる割合が大き

い．この点からは，とみおかーとが有料であっても，経

済負担よりもとみおかーとによる移動しやすさなどの利

点が上回り，免許返納意向に正に影響したと考えられる． 

 

(3) 免許返納意向への影響の要因分析 

免許返納意向への影響と個人属性や移動状況との関係

を明らかにするために，無償運行期間中に路線定期運行

またはフリーエリア運行のどちらかを少なくとも一回利

用した人を対象に，ロジスティック回帰分析を用いて分

析を行った．免許返納意向が「強まる」「変化なし」の

2 つを被説明変数とし，説明変数には個人属性として性

別，年齢，運転頻度を用い，とみおかーとの情報として，

自宅から路線定期運行のルートへの最短距離と無償運行

期間中の利用回数を用いた．年齢については，「20～49

歳」，「50～59歳」，「60～75歳」，「75歳以上」のカ

テゴリーとした．運転頻度については，「週 2～3 回」

および「週１回」の回答を「週に数回」とし，「月 2～

3回」，「月 1回」，「月１回未満」，「ほとんど運転

していない」の回答を「月に数回以下」と分類した．ル

ートへの最短距離は，200m 以下か，200ｍより遠いかの

カテゴリーとした．表-4にその結果を示す． 

ロジスティック回帰分析の結果，75.5％の的中率で，

とみおかーとによって免許返納意向が強まる層と変化し

ない層に判別することができた． 

性別については係数が有意となり，男性より女性の方

が免許返納意向の変化に影響する． 

年齢については，係数の値が異なることから，年齢層

によって免許返納意向への影響に差異があるといえる．

60～75歳の層の係数が有意となり，免許返納意向の変化

に影響する傾向が大きい． 

運転頻度については，月に数回以下の運転頻度の層の

係数が有意となり，係数が負であることから，運転頻度 

 

表-4 免許返納意向に関するロジスティック回帰分析の結果 

 

AIC:67.072      ***:1%有意，**:5%有意 *:10%有意 

 

の少ない人の免許返納意向には影響しないといえる．こ 

の点に関しては，前節で述べたような車の使い方が関わ

ると考えられ，運転頻度が少ない人ほど非日常の地域外

への移動に自動車を利用しており，とみおかーとが自動

車の代替となる可能性が低いことなどが考えられる． 

自宅からとみおかーとが走るルートへの最短距離につ

いては係数が有意となり，また係数が負であることから，

ルートから離れた場所に住む居住者の免許返納意向には 

影響しないといえる．  

とみおかーと無償運行期間中の利用回数についての係

数については非有意となり，実際の利用回数は免許返納 

意向への変化に反映しない結果となった． 

これらの結果から，とみおかーとの導入による免許返

納意向についての意識の変化は，実際のとみおかーとの

利用回数とは無関係で，居住者の個人属性が大きく寄与 

していることがいえる． 

 

 

5. おわりに 

 

本研究では，地域内の移動の支援を目的とする小量乗

合輸送サービスの導入による影響について，横浜市金沢

区富岡地区で実証実験が行われているとみおかーとを対

象として，主となる影響としての移動手段の変化，副次

的効果としての免許返納意向への影響，そしてどのよう

な属性の人に影響を及ぼす可能性があるかの分析を試み

た．  

 とみおかーとの導入による他の移動手段の利用機会の

変化については，タクシーの減少率が大きく，自家用車

の変化率はあまり大きくないことが明らかになった．交

通サービスの新たな導入は，自家用車に頼らない移動が

できるようになることを目指しているものも多いが，鉄

道沿線で高低差の大きい住宅地においては，地域内交通

サービスはタクシーの代替手段として位置づけられる可

能性が大きいことが考えられる．地区内を移動する際の

タクシー利用は，徒歩を代替していることが考えられ，

徒歩での移動がつらくなってきた人が比較的高価な手段

であるタクシーの利用に転換できない際に，移動を諦め

てしまっていることも予想され，とみおかーとはこの潜

在化した移動需要を促すことも期待できるといえる． 

また免許返納意向への影響に関しては，利用登録者の

約半数にとみおかーと導入による意識の変化があると言

え，特に 60～75 歳の女性への影響が強まる傾向にある

といえる．またとみおかーとのルートから 200ｍ以上離

れたところの居住者，運転頻度があまり多くない人につ

いては，とみおかーとによる免許返納意向への影響がな

い傾向にあるといえる． 

これらの結果より，現時点のみの手段転換の結果だけ
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ではなく，とみおかーとが今後も続く場合の将来起こり

うる変化，生じ得る効果の見通しも持つことができる示

唆を得た．本研究における意識変化の分析は，事後調査

回答者すなわちとみおかーと利用登録者についての免許

返納意向への影響とその属性分析にとどまっているが，

免許返納意向の高まりによる将来の地域の自動車トリッ

プ数の減少量や交通安全性の意識向上の効果などまで算

出することで，交通サービスによる分野横断的な効果を

より具体的に把握することが可能になると考える．また，

とみおかーとの直接利用者が受ける効果だけではなく，

将来とみおかーとを使おうと考えている地域内にいる潜

在利用者についても，どのような影響を及ぼし得るかを

把握することが，地域の移動を支えるような小量乗合輸

送サービスの総合的な評価につながると考えられる． 
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